１．基準１：学習・教育目標の設定と公開

(1) 学習・教育目標の設定と公開

【点検基準】

(1)自立した技術者の育成を目的として，下記の(a)一(h)の各内容を具体化したプログラム独自の学習・教育目標が設定され，広く学内外に公開されていること。また，それが当該プログラムに関わる教員および学生に周知されていること。

(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養

(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果，および技術者が社会に対して負っている責任に関する理解(技術者倫理)

(c)数学，自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力

(d)該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力

(e)種々の科学，技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力

(f)日本語による論理的な記述力，口頭発表力，討議等のコミュニケーション能力および国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

(g)自主的，継続的に学習できる能力

(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め，まとめる能力

［自己点検結果］

学習・教育目標は2003年度4月に設定され学科パンフレットやホームページにより広く学外にも公開されている。なお，2007年度の理工学部改編を契機に学習・教育目標の見直しの検討を行ったが，改編後の教育プログラムは従来のそれと変わらないことから，学習・教育目標も現行のままとした。よって，点検基準（1）は十分満たされている。
［説明・記述内容］

(i) 学習・教育目標
本プログラムの学習・教育目標を以下に示す。

（Ａ）｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育

（Ｂ）相互理解を深めるコミュニケーション能力の開発

（Ｃ）基礎工学を重視した実学教育の徹底

（Ｄ）創造力および問題発見・解決能力の開発

（Ｅ）環境と調和する循環型社会をリードする建設技術者の育成

（Ｆ）プロジェクト遂行能力の開発

（Ｇ）情報技術革新へ対応できる建設技術者の育成

(ii) 学習・教育目標の各項目と基準１の(1)の(a)～(h)との関係の説明
本プログラムの学習・教育目標と基準1の（1）の知識・能力［（a）～（h）］との関係を以下に説明する（『表２　学習・教育目標と基準1の(1)の(a)～(h)との対応，表３　各学習・教育目標の達成度評価対象とその評価方法および評価基準』を参照）。

（Ａ）｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育

本目標は，本学初代学長である丹羽保次郎の言葉「技術は人なり」に代表されるように，優れた技術者を育成するために人間形成の重要性を唱えている。すなわち，良識ある人間性，倫理性，福祉への眼差し等の資質・感性を有し，かつ人文科学，社会科学等の基礎知識を有する心身健全な建設技術者の育成を目標としている。従って，本目標は，（a）多面的思考力と素養，（b）技術者倫理と主体的に関連している。具体的には，一般教養における人間形成科目や卒業研究等を履修させることにより目標の達成を図る。

（Ｂ）相互理解を深めるコミュニケーション能力の開発

本目標は，科学技術が広く社会に影響を及ぼし説明責任が問われている現代社会において，異文化を理解する能力や文化的素養を有し，かつ柔軟な思考力のもと自らの考えを文章化し，意見交換を通して多様化する社会の諸問題に対応でき，将来において国際的に活躍できる建設技術者を育成することである。従って，本目標は，（f）コミュニケーション基礎能力と主体的に関連し，さらに（a）多面的思考力と素養と付随的に関連している。具体的には，一般教養における語学関連科目，卒業研究等を履修することにより目標の達成を図る。

（Ｃ）基礎工学を重視した実学教育の徹底

本目標は，数学・物理学・化学などの工学的基礎学力の育成に重点を置き，専門科目では講義および実験，実習，演習等を通して，建設技術者としての専門知識を習得し，自主的に継続して学習する能力を育成することである。従って，本目標は，（c）基礎知識とその応用能力，（d）専門知識とその応用能力，および（g）自主的継続的学習能力と主体的に関連している。具体的には，数学・物理学・化学等の自然科学関連科目さらには専門科目を履修することにより目標の達成を図る。

（Ｄ）創造力および問題発見・解決能力の開発

本目標は，豊かな創造力や柔軟な思考力を有し，実社会の中で直面する諸問題を見つけ出し，その問題解決について考える能力を有し，かつ高度な社会的要請にも対応できる建設技術者を育成することである。従って，本目標は，（d（4））専門知識とその応用能力，（e）デザイン能力と主体的に関連し，さらに（d（5）,（6））専門知識とその応用能力，（h）制約下での仕事の推進・統括と付随的に関連している。具体的には，実験科目を履修することにより目標の達成を図る。

（Ｅ）環境と調和する循環型社会をリードする建設技術者の育成

本目標は，自然の仕組みを理解し，人間と自然界が共生でき，持続可能な社会を構築する技術，また地域から地球規模にいたる環境評価・予測・保全に必要な技術を有した建設技術者を育成することである。従って，本目標は，（d（7））専門知識とその応用能力と主体的に関連し，（a）多面的思考能力と素養，（b）技術者倫理，（c）基礎知識とその応用能力と付随的に関連している。具体的には，環境関連科目，計画関連科目，卒業研究等を履修することにより目標の達成を図る。

（Ｆ）プロジェクト遂行能力の開発

本目標は，チームのリーダあるいは一員として計画的に仕事を進めるマネジメント能力，また，与えられた制約のもとで情報を収集・評価・利用し，説明責任への対応がとれたプロジェクト計画を遂行する能力を開発することである。従って，本目標は，（h）制約下での仕事の推進・統括と主体的に関連し，（d（7））専門知識とその応用能力と付随的に関連している。具体的には，建設マネジメント，卒業研究等を履修させることにより目標の達成を図る。

（Ｇ）情報技術革新へ対応できる建設技術者の育成

本目標は，急速に発展する高度情報化に対応できるように，情報技術に関する基礎的知識およびアプリケーションの活用・情報技術の収集・プログラム作成等の能力を有した建設技術者を育成することである。従って，本目標は，（c）基礎知識とその応用能力と主体的に関連し，（g）自主的継続的学習能力と付随的に関連している。具体的には，プログラミング演習やその他の情報関連科目を履修することにより目標の達成を図る。

(iii) 学内外への公開方法と公開時期
本プログラムの学習・教育目標の学内外への公開方法と公開時期は以下の通りである。

１）現学科,現学系ホームページ（『引用・裏付資料1－1　現学科・新学系ホームページ（抜粋）』）

学内の学生および教職員，学外一般に2003年より公開している。

２）現学科パンフレット（『引用・裏付資料1－2　現学科パンフレット（抜粋）』）

学外，主として高校生徒およびその父兄に2003年より公開している。

３）高校訪問における説明（配布資料：現学科パンフレット，現学科紹介CD-ROM）

高校教師と高校生徒に2003年より公開している。

４）オープンキャンパスにおける説明（配布資料：現学科パンフレット，現学科紹介CD-ROM）

高校生徒とその父兄に2003年より公開している。

５）企業による大学訪問（配布資料：現学科パンフレット）

企業に対して2003年より公開している。

(iv) プログラムに関わる教員への周知方法
本学科の学習・教育目標のプログラムに関わる教員への周知方法は以下の通りである。

１）学科ホームページ（『引用・裏付資料1－1　現学科・新学系ホームページ（抜粋）』）

　（ⅲ）１）に同じ

２）学科掲示板

学内の学科掲示板に掲示している。
３）学生要覧
2005年度より学生要覧に掲載している。（『引用・裏付資料1－3　2005年度学生要覧（抜粋）』）

(v) 学生への周知方法および周知時期（学年，学期）
１）学習・教育目標が書かれたカード（『引用・裏付資料1－4　学習・教育目標カード』）

学習・教育目標が書かれた名刺大のカードを2003年～2006年度入学生に対しては1学次，前期に配布，2007年度入学生に対しては2年次，前期に配布し説明している。

２）ガイダンス資料（『引用・裏付資料1－5　2008年度ガイダンス資料抜粋』）

2003年～2006年度入学生に対しては1学次，前期にJABEE説明会を開き資料配布，2007年度入学生に対しては2年次，前期JABEE説明会を開き資料配布し説明している。

３）学生要覧

2005年度入学生より学習・教育目標が書かれた学生要覧を配布している。（1年次，前期）『引用・裏付資料1－3　2005年度学生要覧（抜粋）』）

なお，2003年度の新規審査では「学習・教育目標の設定と公開」は［Ａ］評価であった。また，2007年度の理工学部改編を契機に学習・教育目標の見直しの検討を行ったが，改編後の教育プログラムは従来のそれと殆ど変わらないことから，学習・教育目標も現行のまま継続することとした。
引用・裏付資料名
1. 表２　学習・教育目標と基準1の(1)の(a)～(h)との対応（p. 2-1-2）

2. 表３　各学習・教育目標の達成度評価対象とその評価方法および評価基準（p. 2-1-3～p. 2-1-4）
3. 現学科・新学系ホームページ（抜粋）（資料番号1－1，p. 2-1-5）
4. 現学科パンフレット（抜粋）（資料番号1－2，p. 2-1-6）
5. 2005年度学生要覧（抜粋）（資料番号1－3，p. 2-1-7～p. 2-1-8）
6. 学習・教育目標カード（資料番号1－4，p. 2-1-9）
7. 2008年度ガイダンス資料（抜粋）（資料番号1－5，p. 2-1-10～p. 2-1-11）
実地審査閲覧資料名

1. 学生要覧（資料番号1）
2. 現学科パンフレット（資料番号2）
3. ガイダンス資料（資料番号3）

4. オンラインシラバス（資料番号4）

5. 学生（G科）アンケート（資料番号5）

6. 現学科紹介CD-ROM（資料番号6）

(2)伝統，資源，卒業生の活躍分野等の考慮，社会の要求や学生の要望への配慮
【点検基準】

(2)学習・教育目標は，プログラムの伝統，資源および卒業生の活躍分野等を考慮し，また，社会の要求や学生の要望にも配慮したものであること。

［自己点検結果］

建学の精神や初代学長の教育理念が本学科の学習・教育目標に取り入れられている。また，現学科及び現学系における外部評価委員会の活動により，社会の要望や学生の要望を取り入れるシステムが構築されている。さらに，これらの意見や要望を参考にして学習・教育目標が設定されている。よって，点検基準（2）は十分満たされている。
［説明・記述内容］

(i) 過去４年間における学習・教育目標の改訂内容と改訂理由
現学科，及び現学系の学習・教育目標は2001年のJABEE試行審査を契機に成文化された。試行審査後，当初の学習・教育目標は審査意見や外部評価委員会の意見を参考にして見直し，2003年に現在の学習・教育目標としたものであり，過去4年間において改訂は行われていない。この間，本理工学部は改編を行い従来の8学科から4学系17コース体制となった。この改編の詳細については「（ⅵ）学習・教育目標における当該プログラムの歴史と構成，特徴・特色の考慮」の項で説明するが，従来の建設環境工学科は都市デザインコースと建築デザインコースの2コースより成り，本制度は2007年度入学生から適用されている。2007年度の改編を契機に本学習・教育目標の見直しの議論を行ったが（『引用・裏付資料1－6　2006年度（平成18年度）第6回教育改善委員会議事録』），カリキュラムの内容等は従来のそれと殆ど同じであることから従来の学習・教育目標を継続するとの結論に至った。なお，JABEE修了生は都市デザインコースおよび建築デザインコースの修了生のみとする事とした（『引用・裏付資料1－6　2006年度（平成18年度）第6回教育改善委員会議事録』）。
(ii) 社会の要求や学生の要望を考慮するためのシステムの存在と運用実績
社会の要求や学生の要望を取り入れる組織として，現学科,及び現学系では外部評価委員会があり，本委員会は学部学生・大学院学生を含む学生評価委員会と，卒業生・非常勤教員・外部社会人を含む社会人評価委員会,及び教員からなる教員評価委員会から構成されている（『引用・裏付資料1－7　外部評価委員会規約』）。

現学科,及び現学系では以下に示すような方法により社会の要求や学生の要望を取り入れている。

１）学部学生，大学院生からなる学生評価委員会においては，授業評価アンケートでは聞けない生活環境・教員への要望等の項目について学生代表から意見を聞いている（『引用・裏付資料1－8　2007年度（平成19年度）第1回学生評価委員会議事録』）。また，多くの学生の意見を集めるために，学生アンケートを実施し現学科・学系に対する要望を集め，教育改善に用いている（『引用・裏付資料1－9　2006年度（平成18年度）学生アンケート結果抜粋』）。

２）卒業生・非常勤教員・外部社会人から構成される社会人評価委員会では，現学科・学系から提出された資料の検討がなされている。また，現学科卒業生の活動状況や他大学卒業生との比較など，様々な意見が出されている（『引用・裏付資料1－10　2006年度（平成18年度）社会人評価委員会議事録』，『引用・裏付資料1－11　2007年度（平成19年度）社会人評価委員会議事録』）。

３）常勤教員と非常勤教員との懇談会が毎年1回開催されており，そこでは同じ学生を教育している立場から教育方法や教育目標について活発な意見交換がなされている（『引用・裏付資料1－12　非常勤教員との懇談会資料』）。

以上の意見や要望は，外部評価委員会やFD委員会を通して，教育改善会議で紹介されると共に，具体的にどのように取り入れていくかを議論している。

学習・教育目標については，2006年度外部評価委員会より以下のような意見が出されていた（『引用・裏付資料1－10　2006年度（平成18年度）社会人評価委員会議事録』）。

１）コミュニケーション能力の養成。

２）基礎学力（数学，力学等）の養成。

３）マネジメント能力等のソフト面の養成。

これらの意見は本学習・教育目標においても反映されており，過去4年間において改訂を行わなかった理由である。このように，現学科,及び現学系には社会や学生の要望を反映させるシステムが存在し運用している。

 (iii) 学習・教育目標の水準の設定に関する説明
現学科では1977年度の開設当初より国家公務員Ⅱ種，並びに技術士補程度の教育水準を目安にして，実務型の建設技術者を養成すべく教育を行ってきた。2003年度のJABEE認定審査に当たり，この教育水準，並びに教育方針を明確に掲げ，継続している。各教員は国家公務員Ⅱ種，及び技術士補に加えて土木学会の2級技術者資格の試験問題を取り寄せ，各専門分野（構造，水工，計画，地盤）の教員によりそれらの分野のレベルを検討している。また，FD委員会では主要科目の試験問題を取り寄せ，内容及びレベルの適否を検討している（引用・裏付資料1－13　2006年度（平成18年度）第4回FD委員会議事録抜粋）。
(iv) 学習・教育目標における伝統，建学の精神，理念などの考慮
東京電機大学は，1907年に創立された「私立電機学校」を前身とし，爾来約百年の歴史と伝統を有する。建学の精神は工業教育の普及を通じてわが国の工業界の隆盛を企図する事であり，その教育方針として「実用」に重きをおく「実学教育」，「実学尊重」を宣言した（『引用・裏付資料1－14　電機学校設立趣意書』）。この建学精神を受け継いで，「教育・学習目標　（Ｃ）基礎工学を重視した実学教育の徹底」を掲げた。

1949年に新制大学として発足した東京電機大学は，初代学長である丹羽保次郎による，優れた技術は優れた人格によって完成するという「技術は人なり」という言葉を教育の基本理念とし（『引用・裏付資料1－15　若き技術者に贈る（抜粋）』），「社会人としての教養」を涵養するとともに「工業教育の充実」を目的とした（『引用・裏付資料1－16　東京電機大学設置要領』）。この初代学長の基本理念は，現在も本学における学習・教育目標の原点になっている。現学科,及び現学系においても，「学習・教育目標（Ａ）｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育」においてこの基本理念を掲げ，豊かな人間性をそなえた人材の育成に力を注いでいる。

(v) 学習・教育目標におけるプログラムの人的，設備的資源の考慮
2008年度における現学科（現学系の都市デザインコース,建築デザインコース）の人員構成は，常勤が17名（教授8名，准教授2名，助教2名，助手1名，兼担教授3名，兼担准教授1名）である。これらの数は，文部科学省の基準を満たすものである。現学科で開講している科目は，上記の専任・兼担教員の他に，非常勤教員21名が担当している。演習・実習科目については，Teaching Assistant（大学院生補助員：以降「TA」と呼ぶ）とStudent Assistant（学部学生補助員：以降「SA」と呼ぶ）を補助員として採用し教育の充実を図っている（『引用・裏付資料1－17　実験・演習科目のTA配置実績』，『引用・裏付資料1－18　実験・演習科目のSA配置実績』）。また，学科事務職員として1名，事務補助員が2名おり，学科長の補助ならびに学科庶務を担当している。これらの人員構成は，各年度において若干のバラツキはあるものの，大きくは変わっていない。

人文科学・社会科学，および語学の専任教員は18名，非常勤教員15名である。数学・物理・化学等の基礎科目を担当する教員は15名である。また，語学における少人数教育を目指し，English Education Program 室を設置し（『引用・裏付け資料1－19　英語教育プログラム設立について』），上記の語学担当の外にさらに7名の英語インストラクターがそこに所属して，英語教育にあたっている。更に，体育では専任教員は3名，非常勤教員は5名，教職では専任教員3名，非常勤教員6名である。

現学科の実験施設として，土質・材料実験室棟（第2実験棟），構造実験室棟（第3実験棟），水理実験室棟（第4実験棟）がある。それぞれの実験室は，学部実験用の教育設備と研究用設備とが共存しているが，学部実験には経常予算が計上されており，2008年度における学生実験・実習用消耗品費として800千円が計上されている。学部実験の指導は，教員の外に非常勤講師とTAを配置して行われている。基礎実験としての化学・物理実験については，全学科を対象に実施されている。実験指導は担当教員の他にTAを配置して行われている。製図室は知能機械工学科と共同使用しており，72台のドラフタが設置されている。製図室で実習を行う場合には，学生は隔週ごとに1人1台のドラフタが割り当てられ，製図の時間内に課題を終了するよう求められている。製図担当は専任教員の他に，非常勤講師とTAである。

情報教育は，本学全体で最も力を注いでいる教育でありその資源も充実しており，講義時間中に1人1台のパソコンが使える環境にある。それ以外にも，自習用のコンピュータ室も随時使用できるように整備されている。また，コンピュータ室にはTAがおり，随時プログラム相談に応じられる環境にある（相談時間は12：45 ~ 14：15，16：30 ~ 18：00の間）。本学科では，今後の情報化社会への適応を考慮して，2003年度1年生よりノート型パソコンの購入を原則的に義務付けており，情報関連の講義・演習ばかりでなく，専門科目の講義・実習・演習においてもできるだけコンピュータを利用した教育を行っている。

(vi) 学習・教育目標における当該プログラムの歴史と構成，特徴・特色の考慮
本理工学部は，1977年に数理学科・経営工学科・産業機械工学科・建設工学科からなる4学科体制で開設され，その後，1986年に情報科学科・応用電子工学科が増設され，さらに2000年に生命工学科・情報社会学科が増設された。1997年に本理工学部では学部改編にあたり，本学の建学精神および教育理念に基づき，以下の学習・教育目標を掲げた（『引用・裏付資料1－20　1997年3月第283回理工学部教授会資料；理工学部の学科組織改編計画および特色化に向けて』）。

「未来型科学技術者の育成」

「人間性豊かな社会人の育成」

前者においては，急速に進展する科学技術に先駆け，豊かな創造力かつ柔軟な思考力を有する技術者を育成することを目標としている。また，後者においては，社会をリードする良識ある人間性，環境との共生を重視した倫理性，福祉への眼差し等を備えた21世紀を生きる人間としての資性・感性を有する人間性豊かな技術者の育成を目標としている。

現学科は，1999年度より建設工学科から建設環境工学科に名称を変更したが，その教育内容は当初から土木工学が中心であり，名称変更後もそれに変わりはない。学科名称変更の契機は，近年の環境問題への関心の高さを考慮したことも事実であるが，元来，土木技術は自然と直接対峙する技術領域で環境と深く係わっていることから，将来を担う建設技術者を育成するうえで，環境に配慮できる能力を身につける教育を重要視したためである。このことを受けて，「学習・教育目標（Ｅ）環境と調和する循環型社会をリードする建設技術者の育成」を掲げられている。また，2003年度からは土木・建築・環境創生の3コース制度を採用している（『引用・裏付資料1－2　現学科パンフレット（抜粋）』）。これは，最近の卒業生の進路を反映させるとともに，早い時期から専門領域への関心を持たせるためである。学生は2年次から各コースに配属されるが，科目の履修については進級条件が若干異なっているだけであり（『引用・裏付資料1－21　進級条件』），専門知識の習得に関する制限は設けられていない。

更に，理工学部では2007年度より学部改編を行った。この改編では従来の8学科を理工学科1学科とし，その下に４学系を配するものでる。各学系には4～5コースを設け，計17コースから成る（『引用・裏付資料1－22　入試用パンフレット07　TDU東京電機大学抜粋』）。従来の建設環境工学科は機械,建設系から成る創造工学系に属し,都市デザインコースと建築でデザインコースから構成されている。本制度は2007年度の入学生から適用されている。1年次生は学系生として基礎教育を主体とした教育を受け，2年次進級時に希望するコースに配属される。また，学生は主コースと副コースを選択することになっている。これは学生に合った学習が自由に選択できるようにした教育システムである。しかし，主コースは原則として所属する学系から選択する必要があり，副コースは所属する学系を含み，他の学系からも選択できる。なお，前述のようにJABEE修了生は都市デザインコースと建築デザインコースのうちどちらかを主コースとし，他方を副コースとした学生のみを対象としている。

また，本プログラムの特徴は以下のようまとめられる。

１）建学時の教育方針「実学教育」，「実学尊重」に則り，実験・実習・演習に重きを置いている。

工業教育の基本は，物理現象の基本的法則を理解すると共に，それを実験・実習・演習において体験することである。本学科では，建学時の教育方針を踏まえて，「学習・教育目標（Ｃ）基礎工学を重視した実学教育の徹底」を掲げて，体験することの重要性を強調している。そのため，現学科で開講している実験・演習・製図・設計等が本学科の全開講科目数に占める割合は約34%となっている。

２）初代学長の言葉「技術は人なり」を目標に，自主選択科目が設置されている。

建設技術者が活躍する領域は今後もさらに広まることが予想される。近年，住民参加型のプロジェクトが多くなり，技術者には公平な立場でプロジェクトを評価する能力が要求されている。その際には，不特定多数の意見を纏め上げ，それらを反映するシステムの構築が必要となる。このように，これからの技術者は従来の専門知識だけでなく，人文科学・社会科学に関する広い知識や，それと工学との境界領域に関する知識を持つことが要求されている。そこで，「学習・教育目標（Ａ）｢技術は人なり｣を目標とした人間形成の教育」を目的として，優れた人格を有する技術者の育成に努めている。具体的には，卒業に必要な人間形成科目群の単位数として14単位取得した上で，さらに自主選択科目として20単位を人間形成科目群から選択することが可能となっている他，本学科においても「環境アセスメント」など，工学と社会科学との境界領域の科目を開講している。

３）社会的要請に応え基礎教育を重視している。

大学卒業生の基礎工学知識の欠如は新聞・雑誌等で報道されている通りであるが，これは本学科の卒業生・在校生にも当てはまることが外部評価委員会にて指摘されている。その解決策として一般教養科目では，2000年度から数学・物理学・化学に基礎科目を配置している。さらに現学科,及び現学系では，学生の基礎工学知識の欠如箇所を把握した上で，これを迅速に補足する体制をとっている。具体的には，学生の数学力の低下に対して2003年度より基礎数学の少人数教育を開始し，工学のための数学演習では，能力別に3～5つのクラスに分けて講義・演習を行っている。各クラスには，教員とTAからなる3名のスタッフを配置して演習を行い，各学生の能力をさらに向上させることを目的としている。

４）社会における高度情報化を考慮して，情報教育を重視している。

インターネットを活用した教育が議論されているが，本来の教育は学生と教員が対面して行うものと考えている。現学科,及び現学系における情報教育とは，情報を通しての教育ではなく，情報社会に対応できる基礎的な教育を行うことである。そのために，2003年度からは，在校生にノート型パソコンの購入を義務付けて，多くの機会を設けてアプリケーションソフトの利用からソフトの開発まで教育することとした。実験においては，レポートの提出は担当教員にメールで提出することとなっており，文書はもちろんのことグラフもソフトを用いて書かせることとした。また，多くの講義では授業ノートや資料を予めホームページに載せており，学生がホームページをより頻繁に利用するよう工夫している。

(vii) 学習・教育目標における卒業生の活躍分野の考慮
過去5年間における内定業種別一覧（『引用・裏付け資料1－23　過去5年間の内定業種別内訳』）に示すように，2003年度，2004年度にゼネコン関連（道路，橋梁を含む）に就職した人数は8～12名と極めて少なく，建設業界の落ち込みが反映されている。しかしながら，2005年度から全内定者の約20％程度と急増した。これは団塊世代の定年により新規採用者数を増加させた事等によると考えられる。一方，住宅関連（設備を含む）の就職人数を見ると，過去5年間コンスタントに全内定者数の20％程度を維持している。これは以前から起こっていた現象であり，2003年度より土木・環境創生・建築の3コース制を導入した。また，ソフト関連に就職した人数は2006年度を除き卒業生の3～5％でほぼコンサルタントと同程度である。

以上のように，現学科の卒業生が就職する分野はゼネコン関連企業と住宅関連が多い。これら建設業界の仕事は一人で行うことは稀であり，チームを組んでの作業となる。チームリーダとなるか，その下で働くかは年齢や地位により異なるが，いずれの場合も個々の責任を理解し，意思疎通の欠如なく，お互いに補完しあいながらプロジェクトを完成させなければならない。そこで，「学習・教育目標（Ｆ）プロジェクト遂行能力の開発」を掲げ，与えられた制約の下で問題を解決する能力の育成を目指すこととした。

また既述の通り，情報関連に就職する卒業生が今後も増加することが予想され，さらに建設業界のIT化も進んでいることから，更なる情報教育の充実化を目指し，「学習・教育目標（Ｇ）情報技術革新へ対応できる建設技術者の育成」を掲げた。

本学の卒業生の進路先としては，これまで研究職は少なく，社会基盤の設計・評価・製作といういわゆる現場に直結した分野が多い。そこでは，教科書に載っていないような問題に遭遇することがあり，その問題解決能力が要求される。そこで，「学習・教育目標（Ｄ）創造力および問題発見・解決能力の開発」を掲げ，技術者としての素養を育成することとした。また，担当した仕事を遂行していくうえで，自分の考えを正確に伝達するばかりでなく，他人の意見を正確に理解する能力も要求されることから，「学習・教育目標（Ｂ）相互理解を深めるコミュニケーション能力の開発」を掲げた。
なお，2003年度の新規審査では「伝統，資源，卒業生の活躍分野の考慮，社会の要求や学生の要望への配慮」は［Ａ］評価であった。また，2007年度の理工学部改編を契機に学習・教育目標の見直しの検討を行ったが，改編後の教育プログラムは従来のそれと殆ど変わらないことから，学習・教育目標も現行のまま継続することとした。
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1. 学習・教育目標の水準の設定に関する資格試験問題（資料番号7）
◎「学習・教育目標の設定と公開」について表１に記入した点数と判定理由

［点数］： 5
［判定理由］

（１）学習・教育目標の設定と公開

－（１－１）プログラム独自の学習・教育目標［（Ａ），（Ｂ），（Ｃ）・・・］が設定されているか。
－（１－２）学習・教育目標は，基準1の（1）の（a）～（h）の各内容を明確に含んでいるか。
－（１－３）学習・教育目標は具体的で評価可能か。
－（１－４）学習・教育目標は，公開され，教員，学生に周知されているか。
学習・教育目標は2003年度4月に設定され学科パンフレットやホームページにより広く学外にも公開されている。なお，2007年度の理工学部改編を契機に学習・教育目標の見直しの検討を行ったが，改編後の教育プログラムは従来のそれと変わらないことから，学習・教育目標も現行のままとした。よって，点検基準（1）は十分満たされている。
（２）伝統，資源，卒業生の活躍分野の考慮，社会の要求や学生の要望への配慮

－（２）学習・教育目標は，伝統，資源および卒業生の活躍分野等を考慮し，社会の要求や学生の要望にも配慮したものであるか。
建学の精神や初代学長の教育理念が本学科の学習・教育目標に取り入れられている。また，本学科における外部評価委員会の活動により，社会の要望や学生の要望を取り入れるシステムが構築されている。さらに，これらの意見や要望を参考にして学習・教育目標が設定されている。よって，点検基準（2）は十分満たされている。
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